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2 単 個人住民税賦課事業

①確定申告時の混雑を緩和するため、事前予約により会場の3密対策を図る。

②事前予約システムの運用に係る経費

③印刷製本（案内通知）：631千円、

委託料（案内作成、労働派遣）：2,303千円

使用料（サーバー、タブレット）：450千円

④市民

R3.4 R4.3 3,384

3 単 新型コロナウイルス感染症対策事務事業

①公共施設への消毒液配置、コロナに関連する通知等の発送、感染者の自宅消毒費用の補助を行う。

②職員時間外手当、消毒液購入、郵送料、感染者自宅消毒補助に係る経費

【追加】感染対策（和便器の様式化、窓口用拡声器等）に係る経費

③時間外勤務手当：2,150千円

需用費：4,020千円

通信運搬費：1,470千円

業者委託消毒補助：50千円×10世帯＝500千円

個人消毒補助：10千円×30世帯＝300千円

④市民

R3.4 R4.3 8,440

4 単 ひとり暮らし高齢者等日常生活支援事業

①高齢者の熱中症予防と、居宅で快適に換気が行えるようエアコンの設置を促進し、高齢者の生活を

支援する。

②購入等費用の半額補助（上限5万円）に係る経費

③補助金：50千円×200世帯＝10,000千円

↓

事業見込みによる変更

補助金：3,692千円

④自宅にエアコンのない65歳以上の高齢者世帯

R3.4 R3.9 3,692

6 単 中小企業等補助事業

①国の小規模事業者持続化補助金の交付決定を受けた事業者の自己負担分の補助を行い、中小企業等

の事業継続を支援する。

②交付決定を受けた事業者の自己負担分の補助に係る経費

③補助（一般型）：166千円×10件＝1,660千円

補助（特別対応型）：333千円×10件＝3,330千円

④市内中小事業者

R3.4 R4.3 4,990

7 単 小学校教育ＩＣＴ整備事業

①GIGAスクール構想を強化するため、不足する指導者用端末を整備する。

②指導者用タブレットの導入に係る経費

③機械器具購入費：56,320円×199台≒11,208千円

④市内小学校

R3.4 R4.3 11,208

8 単 中学校教育ＩＣＴ整備事業

①GIGAスクール構想を強化するため、不足する指導者用端末を整備する。

②指導者用タブレットの導入に係る経費

③機械器具購入費：56,320円×101台≒5,689千円

④市内中学校

R3.4 R4.3 5,689

9 単 プレミアム付商品券事業

①プレミアム付き商品券を発行し地域の消費拡大と事業継続を支援する。

②発行総額6億円の商品券の20％プレミアム分と発行業務に係る経費

③発行総額：6億円(50,000冊×12,000円)

1冊：500円×24枚(1世帯あたり購入上限10冊)

委託料：42,000千円

負担金：600,000千円（うち、商品券売上500,000千円）

④市民

R3.4 R4.1 642,000

10 単 出前・テイクアウト推進事業

①外出自粛による飲食店の事業継続と消費喚起を図る。

②1商品につき最大500円の割引分を、1事業者あたり30万円を上限とした補助に係る経費

③補助金：300千円×200事業者＝60,000千円

ポスター等印刷料：604千円

事務経費（郵送代等）：96千円

④市内飲食店等事業者

R3.4 R3.7 60,700

11 単 中小企業等感染防止対策推進事業

①感染対策に取り組む事業者に対し、法人事業者へ最大10万円、個人事業主へ最大5万円を支援する。

②店舗等の感染対策に要した費用の補助に係る経費

③補助金（法人）：100千円×50件＝5,000千円

補助金（個人）：50千円×100件＝5,000千円

事務経費（郵送代等）：100千円

④市内中小事業者

【基本的対処方針（令和3年9月28日変更）P29、40】

P29：⑦感染拡大を予防する「新しい生活様式」の定着

P40：③事業者及び関係団体は、今後の持続的な対策を見据え、自主的な感染防止のための取組を進め

る

R3.4 R3.9 10,100

12 単 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

①ワクチン接種会場までの移動が難しい方を対象に、タクシー料金を助成しワクチン接種を促進す

る。

②1人2回接種を行うため、2往復4回分の初乗り運賃（タクシー券交付）の助成に係る経費

③使用料：740円×4回×5,000人＝14,800千円

タクシー券発行事務経費：2,200千円

④市内交通弱者

R3.5 R3.12 17,000
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13 単 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

①ワクチン接種体制を確保するため、個別接種に協力いただける市内医療機関を対象に補助金を交付

しワクチン接種を促進する。

②1医療機関あたり120万円を上限とした補助に係る経費

③補助金：1,200千円×35施設＝42,000千円

④市内医療機関

【基本的対処方針（令和3年9月28日変更）P29、40】

P29：⑨迅速なワクチン接種を進める

P57：⑦接種を実施する医療機関、医療関係者の確保に向けて、必要な取組を総動員し、ワクチン接種

の円滑化・加速化を進めること

R3.5 R3.12 42,000

14 単 議会ICT活用事業

①3密対策として接触機会を軽減するため、議会運営のデジタル化に向けて、議員等へタブレット端末

を配布し活用する。

②タブレット端末の運用に係る経費

③通信運搬費：4,521円×50回線×12ヵ月＝2,713千円、研修委託料：88千円、使用料(文書ソフト)：

82,500円×12ヵ月＝990千円

④古河市議会

R3.4 R4.3 3,791

15 単 広報・お知らせ版発行事業

①感染対策等の情報を発信するため、市内世帯やコンビニに配布している広報での周知を図る。

②印刷製本に係る経費

③印刷製本料（47,100部×1.36円×36P×12回×1.1）：30,440千円

④市内すべての市民

R3.4 R4.3 30,440

16 単 インターネット広報事業

①感染対策等の情報を発信するため、市民がインターネットで緊急情報を見やすくするためにホーム

ページのデザインを変更しSNS等で周知を図る。

②ホームページ及びポータブルアプリ利用に係る経費

③委託料（ホームページ利用料等）：2,386千円

委託料（ホームページデザイン変更等）：1,375千円

④ホームページ閲覧者

R3.4 R4.3 3,761

17 単 財政運営事業

①職場の接触機会を減らすため財務会計システムを改修し電子決裁を導入する。

②財務会計システムの改修に係る経費

③委託料：1,210千円

④職員

R3.4 R4.3 1,210

18 単 予防接種事業

①コロナとの同時流行を抑えるため、インフルエンザ予防接種を促進する。

②65歳以上のインフルエンザ予防接種費用のうち2,000円助成に係る経費

③委託料：37,462千円、助成費：193千円

④市民（65歳以上41,200人）

R3.4 R4.3 37,655

19 単 小児任意予防接種助成事業

①コロナとの同時流行を抑えるため、インフルエンザ予防接種を促進する。

②18歳以下のインフルエンザ予防接種費用のうち2,000円助成に係る経費

③委託料：14,053千円、助成費：200千円

④市民（13歳以下13,000人、13～18歳7,300人）

R3.4 R4.3 14,253

20 単 プレミアム付商品券事業

①プレミアム付き商品券を発行し地域の消費拡大と事業継続を支援する。

②商品券の20％プレミアム分と発行業務に係る経費

③追加発行総額：84,000千円(7,000冊×12,000円）

負担金：84,000千円（うち、商品券売上70,000千円）

④市民(1世帯当たり購入上限10冊)

R3.7 R4.1 84,000

21 単 窓口改善推進事業

①新しい生活様式に対応した窓口業務の改善を検討するため、行政事務デジタル化を推進するため、

業務内容を可視化し分析する。

②窓口業務の分析等に係る経費

③委託料：4,488千円

④職員

R3.9 R4.3 4,488

22 単 インタ－ネット広報事業

①市民向けに感染対策等の情報発信力の強化を図り、LINEを活用したスマート自治体に対応していく

ため、公式アカウントを作成する。

②LINE公式アカウントの構築に係る経費

③委託料：913千円

④インターネット利用者

R3.9 R4.3 913

23 単 ＩＴ活用推進事業

①LINEを活用する操作端末等を整備し、行政事務のデジタル化を図る。

②タブレット、庁内WiFi、AIチャットボット導入に係る経費

③需用費：719千円、委託料：1,262千円、機器使用料：1,595千円、備品購入：4,396千円

④インターネット利用者

R3.9 R4.3 7,972

24 単 新型コロナウイルス感染症対策事務事業

①新型コロナウイルス感染症対応の事業実施のために体制を拡充する。

②職員手当等に係る経費

③特殊勤務手当：150千円、時間外勤務手当：3,900千円

④職員

R3.9 R4.3 4,050

25 単 収納管理事業

①窓口業務における接触機会を減らすため、Web及びペイジーによる口座振替受付サービスを導入し

行政事務の合理化を図る。

②口座振替受付サービスの導入に係る経費

③金融機関手数料：7,877千円、システム委託料：4,136千円、備品購入費：688千円（5台×125,000×

1.1）、負担金：100千円

④市民

R3.9 R4.3 12,801

26 単 保育等従事者慰労金給付事業

①社会機能維持のため保育施設等に従事された従事者に対し慰労金を給付。

②保育士等への慰労金の給付にかか係る経費

③補助金：1万円×1,550人＝15,500千円、事務経費：42千円

④市内保育従事者

R3.9 R4.3 15,542

27 補 保育対策事業費補助金

（保育環境改善等事業のうち新型コロナウイルス感染症対策支援事業）

①保育所への支援

②保育所の感染対策に係る経費（補助率：国1/2、市1/2）

③補助対象事業費：17,550千円×1/2

④市内保育施設

R3.9 R4.3 17,550
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28 単 中小企業等補助事業

①国の小規模事業者持続化補助金の交付決定を受けた事業者の自己負担分の補助を行い、中小企業等

の事業継続を支援する。（事業No.6の追加分）

②事業者の自己負担分の補助に係る経費

③補助金：4,708千円（一般型166千円、特別対応型333千円の補助）

④市内中小事業者

R3.9 R4.3 4,708

29 単 都市計画事務事業

①窓口業務における接触機会を減らすため、都市計画図や道路台帳図等をオンラインで閲覧できるよ

うに、行政事務のデジタル化を図る。

②導入に係る経費

③委託料：21,120千円

④建築確認等を行う事業者

R3.9 R4.3 21,120

30 単 心の相談等事業

①3密対策として快適に換気を行うため空調設備の改修を行い、フリースクールにおいて感染対策を実

施しやすい環境を整備する。

②空調設備の改修に係る経費

③修繕料：446千円

④不登校児童生徒、サルビアルーム

R3.9 R4.3 446

31 単 自宅療養者等支援事業

①新型コロナウイルスに感染し自宅療養している方へ、5日分の食料品等の支援を行う。

②自宅療養者への配食サービスに係る経費

③配食代：1千円（3食）×5日×800人分＝4,000千円、その他経費（紙おむつ、生理用品、粉ミルク、日

用品、梱包材）：1,000千円

④コロナ感染者及び家族

R3.9 R4.3 5,000

32 単 PCR検査費用助成事業

①濃厚接触者に該当しない方など、コロナ感染の可能性のある方の不安を解消し、感染を早期に発見

することで感染の拡大を防止する。

②自費診療でPCR検査を実施した費用（上限2万円）の補助に係る経費

③補助金：20千円×720人＝14,400千円、委託料（事務派遣）：1,392千円、事務経費（郵送代等）：208

千円

④市民

R3.9 R4.3 16,000

33 単 古河ブランド支援事業

①人流が抑制される中、コロナ収束後の観光PRに備えるため、古河ブランドに認証している商品のロ

ゴやパッケージを、クリエーター等の参画を受けて、リブランディングに取り組む事業者へ補助を行

い、地域の産品をPRする。

②商品ロゴやパッケージ等のデザイン作成費用の3分の2について、1店舗50万円を上限に補助する経費

③補助金：500千円×10社（想定）＝5,000千円

事務経費（郵送代等）：30千円

④「古河ブランド」認証商品の事業者（23社）

R3.9 R4.3 5,030

34 単 雇用継続企業支援事業

①雇用調整助成金制度を活用し、従業員の雇用維持を図った市内事業者に対して支援金を交付する。

②基本額100千円及び休業等を行った従業員1名につき１万円の最大30万円の補助に係る経費

③補助金：61,020千円（雇用調整助成金の申請件数より見込を算出　324社）

140千円×180社、190千円×63社、290千円×45社、300千円×36社、事務経費（郵送代等）：367千円

↓

事業見込みによる変更

補助金：31,020千円、事務経費（郵送代等）：480千円

④市内医療法人及び個人開業医

R3.9 R4.3 31,500

35 単 小学校教育ＩＣＴ整備事業

①緊急事態宣言時にオンライン授業の実施に向けて、自宅学習を円滑に進めるための環境整備。

②教育用タブレットの通信回線の利用に係る経費

③通信運搬料：7,438千円

④自宅に通信環境が無い児童

R3.8 R3.10 7,438

36 単 中学校教育ＩＣＴ整備事業

①緊急事態宣言時にオンライン授業の実施に向けて、自宅学習を円滑に進めるための環境整備。

②教育用タブレットの通信回線の利用に係る経費

③通信運搬料：471千円

④自宅に通信環境が無い生徒

R3.8 R3.10 471

37 補 地方創生テレワーク推進交付金

（地方創生テレワーク推進交付金）

①テレワークにより地方への新たな人の流れを創出するため、コワーキングスペースを整備運営する

事業者へ整備に係る費用を支援する。

②サテライトオフィス等の整備、運営等に係る経費（補助率：国1/2、市1/2）

③補助対象事業費：93,000千円×1/2×80％

④市内民間運営施設

R3.12 R4.3 93,000

40 単 出産子育て奨励金支給事業

①多子家庭の子育て世帯の経済的負担を軽減するための支援。感染拡大の影響を受ける子育て世帯

へ、第3子以上の出生時に5万円を支給する。

②第3子以上の子の出生時に父母へ5万円の支給に係る経費

③給付金：50,000円×160世帯＝8,000千円

④第3子以上の児童を持つ父母

R3.4 R4.3 8,000

41 単 出産御祝金事業

①出産時の子育て世帯の経済的負担を軽減するための支援。感染拡大の影響を受ける子育て世帯へ、

出生時に2万円を支給する。

②出生時に父母へ2万円の支給に係る経費

③給付金：20,000円×960世帯＝19,200千円

④出生届を提出した父母

R3.4 R4.3 19,200

42 単 結婚新生活支援事業

①コロナ禍において結婚に踏みきれない若者を支援するため、新生活のスタートアップに係る費用を

軽減するため、所得要件に該当する世帯を支援する。

②国の地域少子化対策重点推進交付金の交付対象にならない、市単独分の補助に係る経費

③補助金：300千円×10世帯＝3,000千円

④新婚世帯

R3.4 R4.3 3,000
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43 単 災害対策事業

①災害時に使用するパーテーション等を整備し、避難所における感染症対策を実施する。

②災害用備品の整備に係る経費

③パーテーション：2,840円×70セット×1.1＝219千円

防護服：1,210円×200枚＝242千円

感染対策備品（消毒液、マスク等）＝139千円

④市民

R3.8 R4.3 600

44 単 生活保護事務事業

①感染拡大による生活困窮者の増加に対応するための取組

②生活保護業務システムパソコンの2台増設に係る経費

③委託料（セットアップ）：126千円、機器購入費（2台）：858千円

④職員

R3.6 R4.3 984

45 単 会議録作成事業

①3密対策として傍聴席における混雑緩和を図るため、地域ケーブルテレビで議会中継をリアルタイム

で視聴できるような環境を整備し、開かれた議会運営を行う。

②中継機器の導入に係る経費

③委託料：2,247千円

④議会事務局

R3.12 R4.3 2,247

46 単 シティプロモーション推進事業

①市の魅力を発信している市民レポーターが、地域内の特定の店舗、商品、人物をPRできるよう、地

域ポータルサイトの構築を委託し、コロナ収束後の事業者支援と、市民発の情報発信によるシティプ

ロモーションを行う。

②ホームページ及びポータブルアプリ利用に係る経費

③委託料（ホームページ構築）：1,485千円

④ホームページ閲覧者

R3.12 R4.3 1,485

47 単 住民基本台帳事業

①3密対策として、マイナンバーカード交付窓口の混雑緩和を図るため、申請を簡単に行える申請補助

端末を導入する。また、マイナンバーカードの普及促進により行政サービスのデジタル化につなげて

いく。

②オンライン申請補助端末の導入に係る経費

③マイナアシスト：488,400円×3台＝1,465,200円

④市民

R3.12 R4.3 1,466

48 単 災害福祉事業

①感染症対策を考慮した、感染者用の避難所を指定し、感染者に対応するるための備蓄を行い、災害

時に市民が安心して避難できる場所を確保する。

②感染症に対応した災害用備品の整備に係る経費

③消耗品料（消毒液、防護服）：295千円、備蓄倉庫設置工事費：742千円、パーテーション：620千円

（61,930×10セット）

④つつみ公民館

R3.4 R4.3 1,657

49 単 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

①土曜日の診療日にワクチンの個別接種に協力いただける市内医療機関を対象に接種加算金を交付す

る。

②厚労省の休日加算を除いた、1回の接種あたり2,343円の補助に係る経費

③補助金：35,000千円（2,343円×15,000回＝35,145千円）

④市内医療機関

R3.4 R4.3 35,000

50 単 生産調整推進対策事業

①米の需給均衡を図るため農業者へ生産調整の助成金を交付しているが、コロナ禍の外食需要減少に

より、米の生産者の苦境が続いており、増加する申請に対応し、農業者の事業継続を支援する。

②麦、大豆、そば、飼料用米の生産調整の助成（10,000円/10a）に係る経費

③補助金：29082.24a×10千円÷10＝29,083千円

29,083千円－17,000千円（当初予算）＝12,083千円

④個人、法人等の農業事業者

R3.12 R4.3 12,083

51 単 ＩＣＴ教育推進事業

①臨時休校等の期間中も切れ目のない学習環境を提供するため、GIGAスクール構想関連事業等と連携

してオンライン授業で活用できるよう、授業目的公衆送信補償金制度により著作物利用の円滑化を図

る。

②9月から3月の7か月分の授業過程における著作物の利用に係る経費

③機器等使用料：900千円

小学生120円×6,520人×7/12×1.1＝502,040円

小学生（特別支援）60円×233人×7/12×1.1＝8,970円

中学生180円×3,315人×7/12×1.1＝382,882円

中学生（特別支援）90円×100人×7/12×1.1＝5,775円

④市内小中学校（32校）

R3.9 R4.3 900

52 単 低所得のひとり親世帯に対する生活支援特別給付金事業

①コロナウイルス感染症対策により収入に影響を受けた低所得のひとり親世帯に対し、その実情を踏

まえた生活の支援を行う観点から、生活支援特別給付金を支給する。

②低所得のひとり親世帯に対し、児童1人あたり3万円の給付に要した経費

③補助金：30千円×2,000人＝60,000千円

④児童手当受給、公的年金等受給、家計急変の世帯（対象者2,000人）

R4.1 R4.3 60,000

53 単 中学校教育振興事業

①感染拡大防止と保護者の負担軽減を図るため、校外宿泊学習のキャンセル料を支援する。

②校外宿泊学習等のキャンセルにかかる保護者負担分の経費

③校外宿泊学習キャンセル補助金：11,000千円

④中学生保護者、市内中学校8校

R4.1 R4.3 11,000

55 単 地域公共交通対策事業

①コロナ禍における路線バス運行を継続するため、運行事業者へ財政支援を行い、公共交通の維持を

図る。

②経常収益が経常費用の11/20に達するよう、市独自の補助に係る経費

③嵩上げ補助金：9,365千円

④路線バス事業者

R4.3 R4.3 9,365

56 単 学校給食事務事業

①臨時休校に伴い影響を受けた食材業者への支援

②学校給食休止によりロスした食材等の補助

③補助対象事業費：5,500千円

④学校給食食材業者

R4.3 R4.3 5,500
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57 補 学校保健特別対策事業費補助金

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）

①市内小中学校における感染症対策を徹底し、教育活動の継続を図る。

②小中学校の感染対策に係る経費（補助率：国1/2、市1/2）

③補助対象事業費：38,700千円×1/2＝19,350千円

④市内小中学校（32校）

R3.9 R4.3 38,700

58 補 保育対策総合支援事業費補助金

（保育所等改修費等支援事業）

①市内保育所における感染症対策の改修整備等を行い、保育活動の継続を図る。

②保育所の改修整備に係る経費（補助率：国1/2、市1/12）

③補助対象事業費：32,000千円×1/12＝2,667千円

④市内保育施設

R3.9 R4.3 32,000

59 補 保育対策総合支援事業費補助金

（保育所等業務効率化推進事業（保育所等におけるICT化推進等事業））

①市内保育所等においてICT化を行い、保育士の負担軽減と保育活動の継続を図る。

②保育所等のICT化に係る経費（補助率：国1/2、市1/4、事業者1/4）

③補助対象事業費：5,650千円×1/4＝1,412千円

④市内保育施設

R3.9 R4.3 5,650

60 補 疾病予防対策事業費等補助金

（健（検）診結果の利活用に向けた情報標準化整備事業）

①健（検）診結果等についてマイナポータルとの情報連携を図る。

②健（検）診結果等の様式の標準化整備事業のシステム改修に係る経費（補助率：国1/2）

③補助対象事業費：622千円×1/2＝311千円

④市民

R3.9 R4.3 622

61 補 疾病予防対策事業費等補助金

（健（検）診結果の利活用に向けた情報標準化整備事業）

①健（検）診結果等についてマイナポータルとの情報連携を図る。

②健（検）診情報連携システム整備事業のシステム改修に係る経費（補助率：国2/3）

③補助対象事業費：3,058千円×2/3＝1,020千円

④市民

R3.9 R4.3 3,058
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